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２０１１年度第２回運営委員会報告
全たばこ労働組合会議室で行われた標記委員会の報告を下記の通り致します。
（日  時）２０１０年１２月１０日（金）　１５：４０－１６：５０
（出席者）金、江森、山本、山田（フード連合）、徳田、鈴木、中野（UIゼンセン同盟）、小川、大谷（全国農団労）、田上、中野（サービス連合）、中田、高田（JCC事務局）、合計13名（敬称略）

報告事項

1． IUFアジア太平洋地域委員会

11月21-22日に香港にてA/P地域委員会が開催され、日本からはフード連合の金副会長（地域委員）、立石副会長、松谷副会長、江森事務局長、山本副事務局長、山田組織中小局長、西脇味の素労組委員長、UIゼンセン同盟の徳田副会長（第一代理）、中野国際局部長（地域委員）、全国農団労の小川書記長（地域委員）、サービス連合の田上副会長（第一代理）、JCC中田が出席した。会議の主なポイントは以下の通り。

· 地域総会、世界総会を控えた地域委員会として、総会対応を含めた議論が活発に行われた。

· IUFのニルソン会長がLivsのメンバー3名と共にゲストとして参加した。

· ロン・オズワルド書記長が2日目の会議に出席できないことや、1日目午後からのHKCTUの記念大会への参加の関係で、主要な議題の多くは1日目の午前中に討議を終えた。

· 地域総会でのマ・ウエイ・ピン地域書記の再任と2013年での退任、ヒダヤット・グリーンフィールド氏の後任について意思が表明された。

· 地域書記局が提起した「HKCTU20周年に関して」の決議案に関し、レセプション参加費の一部補填等として地域連帯基金からA$500拠出することを含めて採択された。「フィジーの砂糖産業に関して」「ビルマの2010年11月の選挙およびアウン・サン・スー・チーさんの釈放に関して」は提案どおり採択された。NUWからの「不安定雇用に関して」は審議の上一部修正して採択された。

· 会議1日目の午後は、HKCTU（香港労働組合連盟）の結成20周年を記念した大会に出席した。会議ではHKCTUの歴史や課題、将来に向けた目標などが、多くのパネリストから発表された。

【コメント・意見・質疑応答】

～マ・ウエイ・ピン地域書記の再任とヒダヤット・グリーンフィールド氏の後任について～
事前にJCCへの打診・確認を受けていたことについて、各加盟組織への情報共有が不十分であったことに対し、事務局より謝罪があった。
2． ILO　HRTグローバル対話フォーラム

11月23-24日にジュネーヴのILO本部にてHRTセクターのグローバル対話フォーラムが開催され、日本からは、サービス連合の田上副会長、JCC中田が出席した。会議の主なポイントは以下の通り。

· ①「経済危機がセクターに及ぼした影響」、②「回復への道のり：セクターの最近の傾向と進展」、③「新たなオーナーシップと雇用・労使関係・人材開発と資格ニーズに及ぼす影響」、④「宿泊・運営・消費の多様化と雇用・労使関係・人材開発と資格ニーズに及ぼす影響」、⑤「ディーセントワークと持続可能なツーリズムを労使対話を通じて推進させる戦略」、⑥「今後のILO活動に対する提案」の6点をサブテーマに設定して討議された。

· 議題⑤は開始時に変更され、ディーセントワークの文言が追加されたが、これは労働側のスポークスパーソンとなったUTHGRAのノルベルト会長が事前協議で強く拘って主張した結果であった。

· ILOとUNWTOの事務局長の挨拶や基調講演を通して、このセクターが経済危機後も成長を続けており、世界中で今もって多くの雇用と付加価値を創出しており、更に発展する潜在価値を有する産業であることが強調された。

· ILOからの導入と労使双方からのプレゼンテーションが行われ、討論の後、政労使のスポークスパーソンがそれぞれのまとめを行うという形式をとって進められた。また、それぞれの全体会議の前には各グループ会議で、準備の議論を行った。

· 全体を通して完全な時間不足で、2日間の規模では充分な討議はできず、多くの参加者が不満を募らせた。2日目は大幅に時間を延長するも、最後は通訳の時間制約のため延長が不可能になり、やむなく閉会となった。予定されていた休憩時間は全て削除されたため、通訳者の負担は高く通訳品質も劣化し、会議進行に悪影響を与えるほどであった。

· 全般に労働者側と経営者側の鋭い対立が目立った。特に国際ホテル・レストラン協会（IH&RA）のAidi会長は一貫して組合を否定した主張を激しい口調で展開し、組合側を挑発し、組合側もこれに反発して激しい応酬となった。

· IUFからは、テーマ③のオーナーシップの変更に関して、労使関係が希薄化し、労働条件にも負の影響を与えているとの分析結果が報告されたが、経営側はこの主張を全く受け入れず、これは雇用の創出と維持への努力であり、また運営者が使用者であることは明確であるとする一方、大手ホテルチェーンに限った傾向であり、これに含まれない90％のホテルは組織化もされていないとして、一部少数派にのみ着目した組合の偏見として分析結果を否定した。

· 最終的な合意文書についても、原案に対する政労使の見解は大きく異なり、政労使各々から多くの変更案が出され、本会議中に文書をまとめることはできなかった。後日事務局より修正合議案が提出され参加者に確認される予定。

3． HRCTホテル・観光部門運営委員会

11月25日にジュネーヴのIUF本部にてHRCTのホテル・観光部門の運営委員会が開催され、日本からは、サービス連合の田上副会長、JCC中田が出席した。会議の主なポイントは以下の通り。

· HRTセクターのILOグローバル対話フォーラムの翌日に開催され、ILO会議への出席を兼ねて、多くの参加者があった。日程は当初予定されていた26日から25日に変更され、26日は代わってケータリング部門運営委員会が開催された。

· 前日のILO会議が不成功に終わったため、その反省と振り返りに多くの時間が割かれた。そのため本会議の進行にも影響があり、予定されていた12の議題の内、5つの議題を消化できずに終えることとなった。

· ILO会議に関しては、準備不足を反省点としながらも、多くの労働権の侵害が存在しており、雇用の流動化・多様化に伴い、新しい形の搾取が生まれていることについて、政府・経営にメッセージを発信できたことが評価された。

· レジドールに関しては、国際枠組み協定の締結も視野に入れ、組織化と単組レベルのネットワーク作りの重要性が確認された。

· アコーに関しては、国際枠組み協定の見直しが必要な時期に来ているとの報告があった。アウトソーシング先、サプライチェーン、プロバイダーの全てが国際枠組み協約の条項を尊重すると言う文言を追加することが求められる。より拘束力を高めた再協定の協議に向けて、IUFとしての戦略を構築し、マニュアル・タイムテーブル、成果指標を作成することが確認された。

· ヒルトンに関する組合マッピング調査（組合員数、男女比、組合認証、団体交渉）は、残念ながら6組織からしか得られていない。回答した組織は、日本、スウェーデン、フィンランド、バルバドス、スペイン、北アメリカ。

4． NGOとの協働

(1) NGO-労働組合国際協働フォーラム

· 12月1日の「世界エイズ･デー」に合わせて、エイズ活動パネル展を12月1～15日の日程で総評会館1階ホールにて開催中。組合からは連合（ITUC）、PSI、ITF、ICEM-JAFの活動を紹介している。

· 今年のILO総会で採択された、HIVエイズに関する初めての国際労働基準となる「HIVおよびエイズと仕事の世界に関する勧告（第200号）」に関する、12月15日のシンポジウム開催に向けた準備を行った。

(2) 児童労働ネットワーク（CL-Net）

· 11月19日、児童労働に関する院内集会を参議院会館にて開催した。ガーナから児童労働当事者とスマイル・ガーナPJコーディネーターを招聘し、意見交換会を行った。石橋議員を始めとする参議院議員、外務省、厚生労働省、NGO、労働組合などから約60名が参加した。

· 来年6月の「児童労働反対世界デー」にあわせたキャンペーンおよびイベントの検討を、運営委員会で開始した。

· 児童労働問題の認知を広めるため、10分程度の映像DVDを作成するため準備を行っている。予算はNGO労働組合協働フォーラムから支出される。

5． 争議支援･連帯活動

【緊急行動要請】

· 11月29日 、ネスレのCEOに対し、パンジャン工場の過半数を代表するSBNIPの団体交渉権を尊重し、誠意をもって交渉に応じるよう要請する文書を送った。

· 12月6日、利益が出ているにも関わらず、労働条件や賃金の大幅な引下げを一方的に要求したアメリカのアイオワ州にあるRoquette社の経営に対し、ILO基準をはじめ同社が締結した国連グローバルコンパクトの原則に違反する行為を即刻止め、誠意ある労働協約の更新交渉に無条件に応じるよう要請する文書を送った。

· 12月6日、イランのアフマデネジャド大統領と司法幹部に対し、無条件で即刻すべてのハフト・タペ組合役員及びメンバーに対する起訴を取り下げ、彼らを復職させるよう要請する文書を送った。

· グランドアキラホテルは組合結成を理由に137名を解雇してから2年が経過した。同ホテルが営業ライセンスの更新時期を迎えるにあたり、これを機にライセンス更新の条件として137名の解雇された従業員の復職を同ホテルに迫るよう、バンドン市長に依頼する要請文を12月8日に送った。

【個別争議対応】

· ハワイ･ワイキキビーチのパシフィック･ビーチ･ホテルの労働争議の相談会が田町交通ビルにて12月7日ITF会議室にて開催され、ホノルルマラソンでのデモンストレーション、来年のハワイでのAPEC開催に合わせた行動などが検討された。

6． 各組織報告

· フード連合：11月30日及び12月1日に春闘討論会を開催。毎年参加が増える中、今年は過去最高の180名（75単組）が参加。また、フード連合に加盟していないグループ内の組合にも声掛けをし、8単組が参加。JAMから講師を招き、定昇制度の確立を主テーマとした中小支援を重視する学習会を開いた。
　要求案については連合が約1%、賃金水準の復元を出しているが、フード連合は製造業23業種中20番目で、6年間で約1万円下がっている。定昇の5,000円に加えて2,000円のBUあるいは賃金改善で7,000円を要求していく。賃金水準をクリアしていて要求を出さないところでもパートタイマーの時給引き上げと、企業内最賃について取り組むように求める。定期昇給のないところには5,000円を掲げる。パートタイマーの時給については、定昇・昇格制度があるところは40円UP、制度がないところは30円UPを目安に取り組む。
　時短に関しては2年間取り組んできてある程度の成果も出ているが、製パン部会、食肉部会を中心にまだ100社以上の所定内労働時間が2,000時間を超えているので、引き続き取り組む。
　TPPに関して、11月12日に中央執行委員会の見解として発表したが、13部会の間で認識にまだばらつきがあるため、12月22日に中央執行委員会の前段に農林水産省から講師を招き勉強会を開く。
　1月24日の中央委員会で春闘方針を決めるが、翌日の労使懇談会でもTPPや食品のグローバル化をテーマに、中村靖彦氏（元NHK解説員、元食品安全委員会委員）を講師に招き講演を行う。
· UIゼンセン同盟：12月1-2日、賃金要求に関して政策フォーラムを開催した。社会水準に到達していないところはベア2,000円、賃金制度のないところは6,000円を提案した。12月15-16日の中執で方針を決めていきたいが、2,000円はかなり厳しいというのが大勢の意見。フード・サービス部会としては本部の提案額2,000円を踏まえながら、2,500円（同部会の平均賃金25万円の1%）から論議をスタートさせた。フード連合の7,000円も参考にしながら、これから論議を重ねて来春に向けて取り組んでいく。
· 全国農団労：春闘方針は現在作成中だが、賃金に関しては1%程度のベースアップ要求で決定。
 TPPに関して11月5日に政府に申し入れを行った。頭から反対はしないが、自由化するならEU並みの直接所得補償を前提条件に掲げる。
· サービス連合：11月26日の四役会で春闘方針案を決め、現在地連・業種レベルでの検討に入っており、12月14日に中執で決定し、1月28日の中央委員会に挙げる。内容的には35歳の年収目標を550万円とし、定昇＋0.5%、定昇のないところは5,000円を確保しそれに加え改善分、ベースアップを獲得していく。契約社員に関しては3,900円アップ、パートに関しては時給で20円以上を要求していく。あとは均等待遇として慶弔、通勤など、一時金の支給、時間割増し率、昇給のルールを明確化する。今回から最低賃金は年齢別のポイントで提起する。年間総労働時間に関しては地方でかなりの格差があるので、それぞれのレベルにあった取り組みを単組に求めながら取り組む。
7． 今後の予定

· 国際協働フォーラムエイズ活動パネル展：12月1～15日、総評会館1階ホール

· 国際協働フォーラムHIV/AIDSシンポジウム：12月15日、総評会館

· A/P農業会議：12月14-15日、トリバンドラム（インド）

· 第35回海外労働学校募集開始：1月12日～2月23日

· 第3回JCC三役会・運営委員会：2月3日、味の素会議室

協議事項

1． A/P農業会議

(1) 議題項目に関して

【コメント・意見・質疑応答】
アジェンダの他に、情報が届いていないため討議はできなかった。

内容については、参加者に一任された。
2． 第35回海外労働学校募集要項

2011年5月18~29日に予定している第35回海外労働学校の募集を行う。ジュネーヴとデンマークで開催し、デンマークのIUF加盟組織の協力を得て、プログラムを作成･実行する。

参加費に関しては、昨年同様応募人数によって設定を変えた。尚、現在の燃料サーチャージは変更が予測されるため、大きく変更される場合は、後日再計算して調整する。

応募締め切りは2月23日（水）とする。

【コメント・意見・質疑応答】
事前の三役会で確認したとおり、事務局2名体制での対応とすることと、ジュネーヴ滞在中は、村上通訳にサポートを頂く方向で調整した上で、再度確認することとした。
3． 2011年地域総会の議題案と決議案に関して

日程：2011年10月18-20日　バリまたはクアラルンプール

地域委員会では地域総会で討議すべき項目として、各参加者から「不安定雇用」、「組織拡大」、

「家事労働者」、「貿易協定に関する市民社会の対応」などの発言があった。

各組織からの提出期限は次の通りとなっている。

決議案：2011年8月11日

議題案：2011年4月末

【コメント・意見・質疑応答】
4月14日（予定）の第5回運営委員会にて、あらためて確認することとした。
4． IUF財政再建諮問委員会への参画について

先のIUF三役会で設置が確認された、IUF財政問題を検討する作業部会のメンバーとして、金議長が推薦された。候補者は次の通り。

【コーディネーター】
パウリ・クリスチャンセン（Livs国際局、北欧食品労組の書記長）

【メンバー】
金雅範（IUF-JCC：日本）

フランツ・ヨーゼフ（NGG：ドイツ）


ノルベルト・ラトッレ（UTHGRA：アルゼンチン）


ジェニー・フォービー（UNITE：イギリス）


スチュアート・アップルバウム（RWDSU：アメリカ）


アラン・スポルディング（UFCW：アメリカ）


チャーリー・ドネリー（NUW：オーストラリア）

諮問委員会の目的は、IUFが求める活動を実施できるよう、財政を強化する案を纏めることであり、差し当たり2011年3月の次回三役会までに案を纏める必要があり、最終的には現状分析と合わせて次の世界総会への提案を行う。
各国からの参加となることから、移動距離と時間、費用を鑑み、本諮問委員会は原則として電子メールを介して実施される。しかし実際の会合が複数回召集されることもありえる。

【コメント・意見・質疑応答】
金議長が本諮問委員会に参画することが確認された。

参画に当たっては都度、加盟4組織間の情報共有と、日本としての考え方の集約、意見調整を行う。
5． その他

【コメント・意見・質疑応答】
事務局に対し、「運営委員会の開催に当たっては、以前の通り協議事項を事前に発信願いたい。」との要請があり、次回以降、事前に発信に努めることを確認した。

以上

2010年12月21日
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